
（平成２１年１１月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認高知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



高知国民年金 事案 440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年８月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 42年３月まで 

    私は、20 歳の時に、役場職員が国民年金の加入勧奨に来ていたことから、

母親が、国民年金の加入手続を行うとともに、両親の分と併せて三人分の

国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間が私のみ未納と

されていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料

を完納している上、申立人の両親は、国民年金加入期間について、国民年金

保険料をほぼ完納していることから、申立人の国民年金保険料を納付してい

たとされる申立人の母親は納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年 12 月に払い出された

ものと推認され、払出時点で、申立期間は現年度納付できる期間である上、

国民年金の加入勧奨に来ていたとされる役場職員が、申立期間当時、当該役

場において国民年金の担当課に在籍していたことが確認できることから、申

立内容に不自然さは見られない。 

さらに、申立期間は、８か月と比較的短期間であり、申立人の両親は納付

済みとされている上、申立期間前後を通じて、申立人の両親の仕事や住所に

変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、申立人の母親

が申立人の申立期間に係る国民年金保険料のみをあえて納付しなかったとは

考えにくい。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



高知厚生年金 事案 235 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 29 年 11 月 16 日に、資格喪失日に係る記録を 30 年４月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

        

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 11月 16日から 30年４月１日まで 

私は、昭和 29 年 11 月 16 日から 30 年３月 31 日まで、Ａ社に継続して

勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされて

いるので、厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤

務していたことが推認できる。 

   また、当時の複数の同僚は、「Ａ社では、全員正社員で試用期間は無く、

入社当初から厚生年金保険に加入させてくれていた。」旨を供述している上、

社会保険庁の記録によると、申立人及び複数の同僚が、Ａ社での申立人の後

任者であると供述する者は、申立期間直後の昭和 30 年４月９日に同社で厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できることから、当時、

同社では、ほぼすべての従業員が入社当初から厚生年金保険に加入していた

ものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に勤務していた同僚の社

会保険事務所の記録から、4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は昭和 41年 10 月 12日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、申立期間の健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿の健康保険の番号に欠番が無いことから、申

立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、仮に、事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被

保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会に

おいても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 29年 11月から 30年３月ま

での保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

高知国民年金 事案 441 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年６月から 58 年３月までの期間、58 年８月から同年９月

までの期間、61 年８月から 63 年３月までの期間、平成２年５月及び同年８

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年６月から 58年３月まで 

             ② 昭和 58年８月から同年９月まで 

             ③ 昭和 61年８月から 63年３月まで 

             ④ 平成２年５月 

             ⑤ 平成２年８月 

    私は、20 歳の時に母親が国民年金の加入手続を行い、昭和 58 年４月に

結婚するまでは、父親名義の口座から振替により国民年金保険料を納付す

るとともに、結婚後は元夫の口座から、離婚後は私の口座から振替により

納付していたにもかかわらず、申立期間が納付済みとされていないことに

納得がいかない。 

    なお、口座振替が不能の場合は、区役所から納付督促があった際に、区

役所で納付していたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 58 年７

月に申立人の元夫と連番で払い出されたものと推認され、社会保険庁の記

録上、当該期間は国民年金の未加入期間とされており、国民年金保険料の

口座振替はできなかったものと考えられるとともに、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が 20 歳の時に国民年金の加入手続を行ったとされる申立人

の母親は、国民年金の加入手続を行った場所、納付金額について記憶が明

確でない上、申立人の姉二人についても 20 歳からは国民年金に加入してお

らず、申立人の母親が姉妹の中で申立人のみ 20 歳から国民年金の加入手続



                      

  

を行い、国民年金保険料を納付していたとは考え難い。 

２ 申立期間②及び③については、申立人の元夫も未納とされている上、元

夫からも申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを裏付け

る証言は得られない。 

３ 申立期間④については、区役所が保管する国民年金被保険者名簿によれ

ば、申立人が口座振替を開始したのは、平成２年６月とされている上、申

立期間④直前の平成元年度の国民年金保険料が過年度納付されていること、

及び２年４月の国民年金保険料はいったん未納とされていたが、４年１月

に還付金を充当したことにより納付済みとされていることから、申立期間

④当時に口座振替が行われたとは考え難い。 

４ 申立期間⑤については、口座振替が開始された直後ではあるが、口座振

替に利用していた申立人名義の預金口座の記録を見ると、申立期間⑤当時

は、残高不足により口座振替が不能であったことが確認できる。 

５ 申立期間は合わせて５回に及んでいる上、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無

く、申立人は、国民年金保険料の口座振替が不能の場合は、区役所から納

付督促があった際に、区役所で納付していたと主張しているが、区役所か

ら督促を受けて納付したとする期間、納付金額について記憶が明確でなく、

ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



                      

  

高知国民年金 事案 442 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 40年３月まで 

私は、婚姻後、昭和 37 年４月ごろに婦人会の人から勧められて、国民年

金の加入手続を行うとともに、国民年金保険料を集金していた地区の当番

に毎月 100 円を納付していたにもかかわらず、申立期間が未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年４月に払い出されたものと推

認され、払出時点では、申立期間のうち、37 年４月から 38 年 12 月までの期

間は時効により納付できない期間であり、39 年１月から 40 年３月までの期

間は、過年度納付によることとなるが、集金人では過年度保険料を収納する

ことはできなかったものと考えられ、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立期間当時、申立人と同居して

いた申立人の夫及び義母は、申立期間が申請免除期間とされており、ほかに

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



高知厚生年金 事案 236 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年２月１日から 58年５月まで 

私は、昭和 56 年２月から 58 年５月まで、Ａ社に勤務していたにもかか

わらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされているので、厚生年金保

険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入してい

たと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録上、Ａ社は昭和 57 年８月 25 日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっており、申立期間のうち、57 年８月 26 日から

58年５月までの期間は厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の被保険者原票によると、申立人は、

申立期間中である昭和 57 年２月４日に健康保険証を返納した記録が確認でき

る上、社会保険庁の記録によると、申立人は、申立期間において国民年金に

加入し、申請免除期間とされていることが確認できる。 

さらに、雇用保険の加入記録によると、申立期間当時、申立人が雇用保険

に加入した記録は存在しない上、雇用保険の給付記録によると、申立人は、

申立期間以前の昭和 57年１月 21日から申立期間中である同年９月 17日まで、

失業保険を受給していたことが確認できることから、当該期間について、申

立人は、Ａ社に勤務していなかったことが推認できる。 

加えて、当時の複数の同僚からは、申立期間における申立人の勤務実態及

び保険料控除の有無等についての供述が得られない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立



内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



高知厚生年金 事案 237 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 11月１日から平成９年７月１日まで 

    社会保険事務所の記録によると、申立期間のうち、厚生年金保険被保険

者期間については、脱退手当金を支給済みとされているが、脱退手当金が

支給決定されたとする当時は頸椎損傷により脱退手当金の請求手続ができ

る状態になく、また、家族の中にも脱退手当金の請求手続や受給した者も

いないので、支給記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間の厚生年金保険被保険者資格を喪失した平成９年７月時

点で 60 歳を超えており、その時点で年金の受給資格を満たしていなかった申

立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、社会保険事

務所が保管する平成９年度前渡資金明細簿により、申立人に対し、平成９年

８月 25 日に 43 万 6,600 円を隔地払いした旨の記載が確認でき、これらの記

載事項は、社会保険庁のオンライン記録における脱退手当金の支給日及び支

給額と一致している。 

また、当該明細簿で申立人が記載されているページにおいて、申立人と同

様に隔地払と記載されている被保険者に係る記載事項についても、社会保険

庁のオンライン記録における脱退手当金の記録と一致していることが確認で

きるほか、申立人の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の平成９年８月 25 日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがわれない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



高知厚生年金 事案 238 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 20年８月 20日まで 

    申立期間については、脱退手当金を支給済みとされているが、私は、脱

退手当金を受給するための手続をした記憶は無く、受け取った記憶も無い

ので納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の健康保険労働者年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の健康保険の番号を含む前後９ページの男性の被保険者のうち、

社会保険庁のオンライン記録により、脱退手当金の受給要件を満たし、かつ

厚生年金保険の被保険者資格を昭和 19 年 10 月 1 日以後に喪失している男性

68 人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、28 人に脱退手当金の支給記

録が確認でき、そのうち申立人と同様、20 年８月 20 日に資格喪失し、21 年

９月７日に脱退手当金の支給決定がなされている者が 13 人確認できる上、申

立人の脱退手当金は、資格喪失後１年経過し受給権が発生した 21 年８月 20

日から１か月以内に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金が支給されたこ

とが記載されている上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



高知厚生年金 事案 239 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年 12月 25日から 18年 12月 25日まで 

    私は、昭和 17年 12月 25日から 18年 12月 25日まで、同じ町内の 10人

ぐらいの人と一緒に、Ａ社Ｂ事業所に勤務していたにもかかわらず、申立

期間が厚生年金保険に未加入とされているので、厚生年金保険加入期間と

して認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が提出した手帳の記載内容により、勤労報国隊員として、

昭和 17 年 12 月 25 日からＡ社Ｂ事業所に、同じ町内の人と一緒に勤務して

いた旨を主張している。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、申立期間及びそれ以外

の期間を含めて、厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、商業登

記簿謄本においても、同社は法人として確認できない。 

また、申立人が提出した手帳に記載された９人の同僚は、氏名しか判明し

ていないことから、申立期間当時における厚生年金保険の加入の有無及び連

絡先を確認できず、当該同僚からは、申立期間における申立人の勤務実態等

を確認できない。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｂ事業所と名称が類似する

Ｃ社は、昭和 17 年６月１日に労働者年金保険の適用事業所とされているこ

とから、申立期間のうち、17 年 12 月 26 日から 18 年 12 月 25 日までの期間

について、社会保険事務所が保管する同社の健康保険労働者年金保険被保険

者名簿を確認したものの、申立人を含む 10人の氏名は見当たらない。 



このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


